
第１８期

旭化成ホームズ少額短期保険株式会社

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 469,223,211 )

現　金　及　び　預　貯　金 761,254,463 保　険　契　約　準　備　金 163,936,289

預 貯 金 761,254,463 支 払 備 金 7,494,731

責 任 準 備 金 156,441,558

有　形　固　定　資　産 1
そ の 他 有 形 固 定 資 産 1 代　理　店　借 4,666,628

無　形　固　定　資　産 25,568,045 再　保　険　借 216,070,130

ソ フ ト ウ ェ ア 25,568,045

そ　の　他　負　債 73,506,164

借 入 金 194,721

代　理　店　貸 26,379,130 前 受 金 45,964,700

未 払 法 人 税 等 14,017,443

再　保　険　貸 195,646,577 未 払 費 用 13,328,200

預 り 金 1,100

そ　の　他　資　産 785,423

未 収 金 758,783 そ　の　他　の　引　当　金 11,044,000

前 払 費 用 26,640   

　（　純 資 産 の 部　）　 ( 581,208,645 )

繰　延　税　金　資　産 24,798,217

資　本　金 290,000,000

供　託　金 16,000,000

利　益　剰　余　金 291,208,645

繰 越 利 益 剰 余 金 291,208,645

（ う ち 、 当 期 純 利 益 ） （ 70,451,333 ）

1,050,431,856 1,050,431,856資　産　の　部　合　計 負 債 ・ 純 資 産 の 部 合 計

 貸　 借　 対　 照　 表 

（２０２３年３月３１日現在）

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額



第１８期

個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く） ････ 定額法

（２）無形固定資産 ････ 定額法
　　　（リース資産を除く）

（３）リース資産 ･･････ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　　　　　　　　　　　　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
　　　　　　　　　　　　の以外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日
　　　　　　　　　　　　が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用
　　　　　　　　　　　　初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係
　　　　　　　　　　　　る方法に準じた会計処理によっている。

２．繰延資産の償却方法

（１）その他の資産 ･･････ 開業費、５年で均等額を償却

３．引当金の計上基準   

（１）賞与引当金 ･･････ 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給対象期間に対
　　　　　　　　　　　　応する支給見込額を計上している。

４．消費税等の会計処理方法
　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。なお、資産に係る控除対象外消費税は、
    ５年間で均等償却を行っている。

５．連結納税制度の適用
　　連結納税制度を適用している。

６．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
　　当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設
　　されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税
　　制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への
　　移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号）第3項の取扱
　　いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針28号）
　　第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の
　　税法の規定に基づいている。



（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額は、488,999円である。

２．支払備金の内訳は次のとおりである。
　　　支払備金（出再支払備金控除前） 円
　　　同上にかかる出再支払備金 円
　　　　差引 円

３．責任準備金の内訳は次のとおりである。
　　　普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 円
　　　同上にかかる出再責任準備金 円
　　　　差引 円
　　　その他責任準備金 円
　　　　計 円

（損益計算書に関する注記）

１．正味収入保険料は、次のとおりである。
　　　保険料 円
　　　再保険返戻金 円

その他再保険収入 円
　　　　計 円
　　　解約返戻金等 円
　　　再保険料 円
　　　　差引 円

２．正味支払保険金は、次のとおりである。
　　　保険金等 円
　　　回収再保険金 円
　　　　差引 円

３．支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりである。
　　　支払備金繰入額 円
　　　同上にかかる出再支払備金繰入額 円
　　　　差引 円

４．責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりである。
　　　普通責任準備金繰入額
　　　同上にかかる出再責任準備金繰入額 円
　　　　差引 円
　　　その他責任準備金繰入額 円
　　　　計 円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済み株式の総数
　　普通株式 5,800株

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 100,208円39銭

２．１株当たり当期純利益 12,146円78銭

129,400,391

69,301,360
61,806,629
7,494,731

657,723,792
528,323,401

9,437,700

27,041,167
156,441,558

860,284,300
70,383,262
1,099,191

931,766,753
78,325,300

771,880,217
81,561,236

90,345,709
80,908,009

2,667,357
2,700,832

5,691,310
4,749,523

941,787

87,950,057
87,916,582

33,475



（関連当事者との取引に関する注記）

総資産の1%以上の金額にあたる該当事項はありません。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

期末残高（円）属  性 会  社  名

当該株式会
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科  目


